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東日本大震災  被災三県  復興の十年
Chronology: 10 years Reconstruction after the Great East Japan Earthquake
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東日本大震災の復興は我が国が人口減少
および少子高齢化する低成長期における
取り組みとなったが、復興に資する多く
の制度が経済成長期に成立したもので
あったため、実際の現場で実施する上で
の困難も少なくなかった。しかし、被災
地の中には自らの地域特性を読み込み、
復興の先にある将来像を描きながら、復
興事業を進めていった地域も存在する。
本企画は、そのような地域のうち地形的
特徴や都市・地域構造さらに被災特性に
配慮しながら9つの自治体を選び、そこ
で模索された復興像を理解するために重
要な事象を抽出し、「復興の10年」の実情
を照射しようという試みである。

本年表の対象として、宮古市、釡石市、陸
前高田市、気仙沼市、石巻市、七ヶ浜町、
仙台市、岩沼市の8つの基礎自治体を選
出した。さらに、未曾有の原子力災害に
見舞われた福島県を加えた。
　自治体ごとの各事業を抽出するにあ
たっては下記のような方針で進めた。
　土木の視点からは、津波の外力からま
ちを守る「防波堤・防潮堤・嵩上げ道路
等」、宅地・市街地整備等の合意プロセス
としての「まちづくり基盤事業・住民合
意」、住民生活を支える「地域交通」、「上
下水道および排水」を中心に取り上げる。
さらに、鉄道・幹線道路の広域インフラ
に関しては、自治区域を横断し震災以前

から長期的事業として行われていること
から、「交通」として別に欄を設けた。
　建築の視点からは、住まいに関わるも
のとして「災害公営住宅」と「宅地整備」、
学校など「教育・子育て施設」、地域の生
業を支える「産業・商業施設」、災害を次
世代に伝える「災害伝承施設」、市民ホー
ルや行政庁などを含めた「文化施設・そ
の他」を中心に取り上げる。
　東日本大震災では甚大な住宅被害が発
生したため、住宅の復興に主眼が置かれ
た。しかし、生業を得ることが困難な場
所には定住することが難しく、子育て世
代は学校の位置で居住地を移動する。さ
らに、災害伝承も当初から想定していな
いと伝承に有効な遺構を残すことが難し
い。長期に渡る復興期間での位置づけか
ら特徴的な事業を選択し、並べることで、
単独の土木・建築の復興では見落とされ
がちな「まちの再構築」の実際を示すこと
に努めた。

また、年表における時系列の事象を補完す
る「量」の視点として、震災復興全体にお
ける公共インフラの本格復旧・復興ならび
に復興地域づくりに係る事業推移と、各
自治体の人口変動を重ね合わせた住まい
の復興に関わる事業推移を示した。土
木・建築に関わる復興事業の規模や復興
の立ち上り時期の差異、人口変動との関
係性などを俯瞰する資料として、復興の

10年を読み解く糸口にしていただきたい。

土木も建築もその根本の使命は自然の脅
威から人の命を守り、安心して社会生活
を営める環境を整えることに置かれる。
しかし、同じ「命を守る」という意識で
あっても、土木では、災害で直接失われ
る命を守るために次の災害への対策を含
めた復興が模索されたのに対して、建築
では、復興後に続く日常生活の中での災
害関連死や孤立死をいかに防ぐかに焦点
が置かれたことに大きな違いがある。そ
の評価とこれからの災害への備えと構え
を議論していかなければならない。
　それぞれの視点が異なるからこそ、両
者を合わせた視座を構築し、低成長社会
での新たな災害復興のあり方を考えるこ
とができるのではないか。多くの人々が
家族を亡くし、それでもその土地で生き
たいと願う人のため、形を与えたのが土
木であり、建築の仕事である。一方、そ
の土地で生きたいと願う気持ちは、揺ら
ぎのあるものでもある。本合同企画が、
「命を守る」という使命をどのような形
で次の世代に引き継げるか、それぞれが
考えるよすがとなれば幸いである。（佃悠・
村上亮）

年表作成ワーキンググループのメンバー
は佃悠、村上亮、中居楓子、倉原義之介、
宮原真美子、松永昭吾。本資料の作成に
あたっては、下記の方・団体にご協力い
ただいた。ここに記して御礼申し上げる。
復興庁、東北地方整備局、宮古市、釡石
市、陸前高田市、石巻市、七ヶ浜町、仙
台市、岩沼市、福島県、小野田泰明（東北
大学）、姥浦道生（東北大学）、前田昌弘（京都
府立大学）、井本佐保里（日本大学）（敬称略）

※1：復興庁が公表する東日本大震災復興関連予算のうち、「公共事業（災害復旧）：被災した海岸堤防、農地・農
業用施設、上水道、学校等の復旧等」、「復興に向けた公共事業等：復興道路・復興支援道路の整備、農地・漁港
整備等」、「東日本大震災復興交付金：災害公営住宅整備、都市再生区画整理等の東日本大震災により著しい被害
を受けた地域における復興地域づくりに必要な事業のために被災地方公共団体に交付される交付金」、「災害廃棄
物（がれき）等処理」の予算執行済累積金額（平成23年度～令和元年度）を示す。
（参考：https://www.reconstruction.go.jp/topics/post_154.html）

※2：「着工率」「完了率」等の定義は「東日本大震災からの復興に向けた道のりと見通し（2020.11）」に基づく。
海岸対策：本復旧・復興工事の計画箇所671のうち、着工、完了した箇所数の割合、2014年3月末までは、本復
旧工事の計画箇所471のうち、着工、完了した箇所数の割合、2019年6月末からは、避難指示区域等として設定
した福島県内の12市町村を除く。
復興道路・復興支援道路：計画済延長（事業中区間と供用済区間の合計）570km のうち、着工済延長（工事着手した IC間
延長）と、供用済延長の割合
まちづくり（防災集団移転、区画整理等）：防災集団移転促進事業での計画決定（大臣同意） 地区の割合、民間住宅等用宅
地の供給計画地区数（402地区）、戸数（18,234戸）のうち着工（工事契約） した地区数の割合、及び完成戸数の割合 
災害公営住宅：災害公営住宅の供給計画戸数（30,232戸）のうち着工（用地取得）した割合、及び完成戸数の割合 
※調整中及び帰還者向けの災害公営住宅は進捗率には含まない
災害廃棄物（がれき）の撤去、及び処分：がれき処理・処分量 ※福島県は避難指示区域を除く






